
情報通信分野のベンチャー企業支援について

平成１４年１０月３０日

総 務 省

情 報 通 信 政 策 局

情 報 通 信 政 策 課

資料３



ITベンチャー企業の特徴と課題

・ITベンチャー企業、ベンチャーキャピタル、地方公共団体等　約50の企業・団体にITベン
チャー企業の特徴と課題についてヒアリング。（平成１４年３月～）

（特徴）（特徴）（特徴）（特徴）

　　　・支出の　　　・支出の　　　・支出の　　　・支出の大部分を人件費大部分を人件費大部分を人件費大部分を人件費が占める傾向にあり、固定費負担が重い。が占める傾向にあり、固定費負担が重い。が占める傾向にあり、固定費負担が重い。が占める傾向にあり、固定費負担が重い。

　　　・土地、建物等の固定資産を有する企業が少ないため、　　　・土地、建物等の固定資産を有する企業が少ないため、　　　・土地、建物等の固定資産を有する企業が少ないため、　　　・土地、建物等の固定資産を有する企業が少ないため、担保資産が不足しがち担保資産が不足しがち担保資産が不足しがち担保資産が不足しがち。。。。

　　（課題）　　（課題）　　（課題）　　（課題）

　　　・　　　・　　　・　　　・信用力が不足信用力が不足信用力が不足信用力が不足しており、しており、しており、しており、銀行融資になじまない銀行融資になじまない銀行融資になじまない銀行融資になじまない面がある。創業期や創業間もない面がある。創業期や創業間もない面がある。創業期や創業間もない面がある。創業期や創業間もないITITITITベンチャーベンチャーベンチャーベンチャー
企　　　　業に対する企　　　　業に対する企　　　　業に対する企　　　　業に対するリスクマネーの供給リスクマネーの供給リスクマネーの供給リスクマネーの供給ややややITITITITベンチャー企業のベンチャー企業のベンチャー企業のベンチャー企業の内部留保の充実内部留保の充実内部留保の充実内部留保の充実が必要。が必要。が必要。が必要。

　　（特徴）　　（特徴）　　（特徴）　　（特徴）

　　　・　　　・　　　・　　　・ITITITITはドッグイヤーといわれる中、顧客を確保し、ライバル企業との競争を勝ち抜くためには、はドッグイヤーといわれる中、顧客を確保し、ライバル企業との競争を勝ち抜くためには、はドッグイヤーといわれる中、顧客を確保し、ライバル企業との競争を勝ち抜くためには、はドッグイヤーといわれる中、顧客を確保し、ライバル企業との競争を勝ち抜くためには、
最最最最　　　　　　　　　　　　　　　　新かつ多額の研究開発新かつ多額の研究開発新かつ多額の研究開発新かつ多額の研究開発を行うことが不可避。を行うことが不可避。を行うことが不可避。を行うことが不可避。

　　（課題）　　（課題）　　（課題）　　（課題）

　　　・資金面等で余裕のない　　　・資金面等で余裕のない　　　・資金面等で余裕のない　　　・資金面等で余裕のないITITITITベンチャー企業が、ベンチャー企業が、ベンチャー企業が、ベンチャー企業が、多額の研究開発の資金を調達研究開発の資金を調達研究開発の資金を調達研究開発の資金を調達することは容易ではすることは容易ではすることは容易ではすることは容易では
な　　　　い。な　　　　い。な　　　　い。な　　　　い。

　　（特徴）　　（特徴）　　（特徴）　　（特徴）

　　　・技術革新のスピードが速く、これに伴い、　　　・技術革新のスピードが速く、これに伴い、　　　・技術革新のスピードが速く、これに伴い、　　　・技術革新のスピードが速く、これに伴い、経営環境の変化のスピードが速い経営環境の変化のスピードが速い経営環境の変化のスピードが速い経営環境の変化のスピードが速い。。。。

　　　・　　　・　　　・　　　・技術者による起業技術者による起業技術者による起業技術者による起業が多く、が多く、が多く、が多く、経営管理・営業面が弱い経営管理・営業面が弱い経営管理・営業面が弱い経営管理・営業面が弱い傾向にある。傾向にある。傾向にある。傾向にある。

　　（課題）　　（課題）　　（課題）　　（課題）

　　　・技術指向型である　　　・技術指向型である　　　・技術指向型である　　　・技術指向型であるITITITITベンチャー企業の起業を容易にするためには、ベンチャー企業の起業を容易にするためには、ベンチャー企業の起業を容易にするためには、ベンチャー企業の起業を容易にするためには、経営面等での情報提供経営面等での情報提供経営面等での情報提供経営面等での情報提供が必が必が必が必
要。　　　　また、他企業、他分野との連携も不可欠。要。　　　　また、他企業、他分野との連携も不可欠。要。　　　　また、他企業、他分野との連携も不可欠。要。　　　　また、他企業、他分野との連携も不可欠。大企業等やベンチャー同士の交流の場大企業等やベンチャー同士の交流の場大企業等やベンチャー同士の交流の場大企業等やベンチャー同士の交流の場を整備すを整備すを整備すを整備す
ること　　　　が必要。ること　　　　が必要。ること　　　　が必要。ること　　　　が必要。
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・マッチング事業
・ベンチャー経営塾
・情報提供

・先進技術型研究開発
　助成金
（テレコム・インキュベー
ション）

・テレコム・ベンチャー投　
　資事業組合からの出資
・情報通信ベンチャー助　
　成金
・低利融資（財投制度）

ＩＴベンチャー企業に対する総務省の支援策

人材人材人材人材

三位一体三位一体三位一体三位一体三位一体三位一体三位一体三位一体

資金資金資金資金技術技術技術技術



資　金

●テレコム・ベンチャー投資
　　事業組合からの出資

●テレコム・ベンチャー投資
　　事業組合からの出資

●情報通信ベンチャー助成金●情報通信ベンチャー助成金

●低利融資（財投制度）●低利融資（財投制度）

【関連税制】　エンジェル税制、欠損金の特例の税制、中小企業投資促進税制

特定通信・放送開発事業実施円滑化法
（以下「開発法」）の認定会社に対し、テレ
コム・ベンチャー投資事業組合から出資。
（限度額：２億円、資本の額の最大30％以内）

特定通信・放送開発事業実施円滑化法
（以下「開発法」）の認定会社に対し、テレ
コム・ベンチャー投資事業組合から出資。
（限度額：２億円、資本の額の最大30％以内）

スタートアップ段階のITベンチャー企業に
対し、事業実施に必要な経費の一部を助成。
　　　　　（限度額：５００万円、助成率：１／２）

スタートアップ段階のITベンチャー企業に
対し、事業実施に必要な経費の一部を助成。
　　　　　（限度額：５００万円、助成率：１／２）

日本政策投資銀行等による新規事業の実施
又は新規事業のための技術開発に対する低
利融資
（開発法、新事業創出促進法認定企業に対し
ては特利を適用）。
利率：＜特　利＞1.35%※（政策金利Ⅲ×0.9）
　　　　＜その他＞1.6%※（政策金利Ⅱ）
※H14.10.28時点、貸付期間10年（うち据置３年）、平均的な
　リスク水準の場合

日本政策投資銀行等による新規事業の実施
又は新規事業のための技術開発に対する低
利融資
（開発法、新事業創出促進法認定企業に対し
ては特利を適用）。
利率：＜特　利＞1.35%※（政策金利Ⅲ×0.9）
　　　　＜その他＞1.6%※（政策金利Ⅱ）
※H14.10.28時点、貸付期間10年（うち据置３年）、平均的な
　リスク水準の場合



技　術

【関連税制】　　研究開発税制

●先進技術型研究開発助成
　金（テレコム・インキュベー
　ション）

●先進技術型研究開発助成
　金（テレコム・インキュベー
　ション）

先進的な技術の研究開発を行うITベンチャー
企業に対して、研究開発に必要な資金の一部
を助成。
（限度額：一般枠　３，０００万円　
　産学連携枠：４，０００万円　助成率：１／２）

先進的な技術の研究開発を行うITベンチャー
企業に対して、研究開発に必要な資金の一部
を助成。
（限度額：一般枠　３，０００万円　
　産学連携枠：４，０００万円　助成率：１／２）



人　材

【関連税制】　ストックオプション税制

●マッチング事業●マッチング事業

ＨＰ上（http://www.venture.tao.go.jp/）でIT
ベンチャー企業と大企業やエンジェルとのマ
ッチングができる場を提供。（予定）
また、上記施策と好連携できるリアルの場も提
供。（予定）

ＨＰ上（http://www.venture.tao.go.jp/）でIT
ベンチャー企業と大企業やエンジェルとのマ
ッチングができる場を提供。（予定）
また、上記施策と好連携できるリアルの場も提
供。（予定）

●ベンチャー経営塾●ベンチャー経営塾

・成功ベンチャーの講義。（平成１４年７月～、
　１回あたり約30名が参加）
・ビジネスプランの作成等を指導。（予定）
・ベンチャー勉強会（平成１４年２月～、１回あ
　たり約２００名参加）

・成功ベンチャーの講義。（平成１４年７月～、
　１回あたり約30名が参加）
・ビジネスプランの作成等を指導。（予定）
・ベンチャー勉強会（平成１４年２月～、１回あ
　たり約２００名参加）

●情報提供●情報提供

・情報通信ベンチャー支援センター
　（http://www.venture.tao.go.jp/）による無
　料の経営相談。（平成１３年４月～）
・同センターによる助成金等の支援情報の提供
　（ワンストップ機能）。（平成１４年７月～）

・情報通信ベンチャー支援センター
　（http://www.venture.tao.go.jp/）による無
　料の経営相談。（平成１３年４月～）
・同センターによる助成金等の支援情報の提供
　（ワンストップ機能）。（平成１４年７月～）



（参考）
総務省の施策 施策の概要

情報通信ベンチャー助成金 ・スタートアップ段階のITベンチャー企業に対し、事業実施に必要な経費の一部を助成。

低利融資（財投制度） ・日本政策投資銀行等による新規事業の実施又は新規事業のための技術開発に対する低利融
資（新事業創出促進法認定企業に対しては特利を適用）。

エンジェル税制
・特定中小会社の株式について、譲渡損が発生した場合には、当該損失を翌年以降３年間繰
り越して他の株式譲渡益と通算。譲渡益が発生した場合には、公開前３年以上保有して公開
後１年以内に売却した場合において、譲渡益を１／４に圧縮。

欠損金の特例の税制 ・開発法の認定を受けたITベンチャー企業に対し、欠損金の繰越期間を７年間認める。

中小企業投資促進税制 ・中小企業が取得する１設備160万円以上の全ての機械及び装置について、30％の特別償却又
は７％の税額控除を認める。

先進技術型研究開発助成金 ・先進的な技術の研究開発を行うITベンチャー企業に対して、研究開発に必要な資金の一部
を助成。

マッチング事業 ・ＨＰ上（情報通信支援センター）でITベンチャー企業と大企業やエンジェルとのマッチン
グができる場を提供。また、上記施策と好連携できるリアルの場も提供予定。

ベンチャー経営塾 ・成功ベンチャーの講義
・ビジネスプランの作成等を指導。

ストックオプション税制 ・商法上の特例要件を満たせば、SO取得者は売却時にキャピタルゲインとして低率で課税
（税率26％）。権利行使価格は1,200万円まで。

資金

技術

人材 ・情報通信ベンチャー支援センターによる無料の経営相談。
・情報通信ベンチャー支援センターによる助成金等の支援情報の提供（ワンストップ機
能）。

研究開発税制

・試験研究費の額が５年間の内、高い値の３年間の平均の額よりも増加した場合に、その増
加額の15％を税額控除（増加試験研究費税額控除制度）。
・試験研究費の６％の税額控除、又は税額控除後の法人税額を法人住民税の課税標準として
用いることを認める（中小企業技術基盤強化税制）。

情報提供

テレコムベンチャー投資事業
組合からの出資

・特定通信・放送開発事業実施円滑化法（以下「開発法」）の認定会社に対し、テレコム・
ベンチャー投資事業組合から出資。



情報通信産業の成長

（出典）情報通信白書（総務省）

情報通信産業は平成７年から１２年にかけて年平均成長率が最も高い。

産業別市場規模の推移

図１



情報通信産業の経済成長への寄与

情報通信産業は我が国経済の牽引約。

（出典）情報通信白書（総務省）
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日米の開廃業率

（出典）ネットﾋﾞｼﾞﾈｽの現状と課題の把握及び今後の支援策等のあり方に関する調査研究（総務省）

日本の開業率は、米国に比して１／３以下であり、極めて低水準。また、廃業率が開業率を上
回っているのが現状。
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ベンチャー企業の経営課題

（出典）ITと企業行動に関する調査（総務省）

ベンチャーの経営課題（複数回答）ベンチャーの経営課題（複数回答）ベンチャーの経営課題（複数回答）ベンチャーの経営課題（複数回答）
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（出典）中小企業白書（中小企業庁）

ベンチャー企業の創業時の課題としては、「資金調達の困難性」が最も大きくあげ
られている。
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日本のＶＣ投資額は、世界的に見ても極めて低水準となっており、情報通信分野に対
する投資割合も低い。

（出典）OECD、Science,Technology and Industry Scoreboard 2001

　　　　　※国によっては、1995～1998等のデータとなっている。

ベンチャーキャピタル投資状況

ＶＣ投資額の対ＧＤＰ比率（ＶＣ投資額の対ＧＤＰ比率（ＶＣ投資額の対ＧＤＰ比率（ＶＣ投資額の対ＧＤＰ比率（OECDOECDOECDOECD諸国、諸国、諸国、諸国、1995199519951995～～～～1999199919991999※）※）※）※）
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ＶＣ投資額に占めるＶＣ投資額に占めるＶＣ投資額に占めるＶＣ投資額に占めるITITITIT分野の比率（分野の比率（分野の比率（分野の比率（OECDOECDOECDOECD諸国、諸国、諸国、諸国、1995199519951995～～～～1999199919991999※）※）※）※）
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資金調達面の課題(創業時)(複数回答)
資金調達面の対応策(創業時)(複数回答)

ベンチャー企業の資金調達状況

（出典）情報通信白書（総務省）

図６



研究開発費

図７

全産業 18,823 1,190,229 63

電気機械工業 1,888 270,992 144

電気機械器具工業 378 69,522 184

通信・電子電気計測器工業 1,510 201,470 133

ソフトウェア業 967 164,123 170

情報通信分野合計 4,743 706,107 149

※資本金１０億円以下の企業

研究実施会
社数

研究費総額
（百万）

１社あたりの
研究費（百万
円）

（出典）科学技術研究調査（総務省）を元に作成。



研究開発志向型企業の産業分布

（出典）日本のベンチャー企業と起業者に関する調査研究（科学技術政策研究所）

図８

業種 回答企業数 研究志向型企業数 研究志向型企業割合
ｶﾞﾗｽｾﾗﾐｯｸｽ 13 1 7.7
その他製造業 113 25 22.1
化学・医薬品 45 12 26.7
機械 98 13 13.3
食品 38 5 13.2
精密機械 75 15 20.0
繊維 23 3 13.0
鉄鋼・非鉄・金属加工 40 4 10.0
電子・電機 171 28 16.4
木材・紙 6 0 0.0
輸送用機器 17 2 11.8

業種 回答企業数 研究志向型企業数 研究志向型企業割合
ｿﾌﾄｳｪｱ 105 35 33.3
情報ｻｰﾋﾞｽ 20 4 20.0

業種 回答企業数 研究志向型企業数 研究志向型企業割合
ｻｰﾋﾞｽ・その他 121 15 12.4
住宅・建設 36 2 5.6
出版・印刷 11 2 18.2
流通 72 1 1.4

※研究開発志向型企業：研究開発費が売上高の10%以上の企業


